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（参考資料）

需給調整市場の概要

２０１８年４月２７日

電力広域的運営推進機関

本資料は、需給調整市場に関するこれまでの検討事項を記載したもので、ご意見いただく
際の参考資料であり、意見募集の対象ではありません
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4需給調整市場における調達と運用について

 需給調整市場においても現状の調整力の運用と同様、GC前に実需給時点で出力を調整できる状態の電源等を商品
毎にそれぞれの時間に必要な量を確保する「調整力の調達」、GC後に実際に発生した誤差に対して、GC前に確保し
た調整力やGC後の余力を活用して運用する「調整力の運用」の二つの側面がある。

出所）第11回制度検討作業部会（2017.9.19） 資料４
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/011_04_00.pdf

調整力の「調達」に関して、商品
の要件や取引スケジュールに
関する意見募集を実施する

出所）第１回 需給調整市場検討小委員会（2018.2.23）
資料４ （赤枠と吹き出し部分を追記）
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/
2017/2017_jukyuchousei_01_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2017/2017_jukyuchousei_01_haifu.html
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6需給調整市場で調達するΔｋＷについて

 実需給時点で発生し得る変動に備え、出力を調整できる状態の電源等を必要な量だけあらかじめ確保しておく必要があり、
実需給時点では調整した量に応じたｋＷｈが発生することが調整力の調達と運用であることを念頭におくと、
需給調整市場では、「実需給時点で各時間帯毎に必要な能力を持った電源等を、出力を調整できる状態であらかじめ確保す
ること」を「ΔｋＷ」として取引し契約することになる。

 なお、ｋＷｈは実績に応じた精算となる。これは実需給断面で調整する実誤差が事前には分からないため、卸取引市場のよう
にｋＷｈ受電を契約することができないためである。ｋＷｈ単価（可変費等）はあらかじめ適切な時期に契約しておく必要がある。

調達 運用

卸取引市場

需給調整市場

（参考）
容量市場

量(kW)

時間(h)

量(kW)

時間(h)

kW×年間×単価（kW価値）量(kW)

時間(h)（１年間）

量(kW)

量(kW)

時間(h)

時間(h)

kW×h×ΔkW単価（ΔkW価値）

一次

二次①

二次②

一次

二次①
二次②※商品毎※商品毎

ｋWh（実績）×kWh単価（可変費等）

調達した量（確定済）を
そのまま受電

kW×h×単価（kWh価値）

※量を確定

※ＧＣ後の実誤差を調整するために必要な量のみ受電する。その時点
の需給状況により受電しない場合や100%受電の場合もあり得る。

ΔkW1

ΔkW2

ΔkW3

t1 t2 t3

ΔkW1

ΔkW2

ΔkW3

t1 t2 t3

出所）第２回 需給調整市場検討小委員会（2018.3.30）資料２を一部修正
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2017/2017_jukyuc
housei_02_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2017/2017_jukyuchousei_02_haifu.html


7「ΔｋＷを取引する」とは

 前回、需給調整市場では、実需給時点で各時間帯毎に必要な能力を持った電源等を、出力を調整できる状態であ
らかじめ確保することを「ΔｋＷ」として取引し契約することになる、と整理したところ。

 これを踏まえると、「ΔｋＷを取引する」ことは、以下のように考えることができる。

 「ΔｋＷを買う」とは

 買い手は一般送配電事業者、売り手は発電事業者などの電源等保有者。

 当該時間に必要な能力をもった調整電源を、調達した量、買い手が調整できる状態で確保し、必要な時に指
令できる権利を持つこと。

 これに対して対価を支払う。

※なお、実際に調整を行った場合は電力量（ｋＷｈ）に対しても対価を支払う。

 「ΔｋＷを売る」とは

 売り手は発電事業者など電源等保有者、買い手は一般送配電事業者。

 当該時間に必要な能力をもった調整電源を、落札した量、買い手が調整できる状態とし、指令を受けた場合は
それに応じる義務を負うこと。

 この状態としておくことに対して対価を受領する。

※なお、実際に調整を行った場合は電力量（ｋＷｈ）に対しても対価を受領する。

（調整電源には発電機だけでなくＤＲなど調整機能を持つ新たなリソースも含む）

出所）第２回 需給調整市場検討小委員会（2018.3.30）資料２を一部修正
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2017/2017_jukyuc
housei_02_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2017/2017_jukyuchousei_02_haifu.html
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9調整単価(V1,V2)の登録

 調整力供出事業者は、調整電源等毎に、調整力の発動時の上げ調整単価(V1)、下げ調整単価(V2)の情報
を、1週間分(土曜日～金曜日)まとめて需給調整市場システムに入力。(需給調整市場(調達)への応札有無
に関わらず入力が必要）

 一般送配電事業者は、これらの情報を中給システムに保存。



10需給調整市場(調達)への応札

 需給調整市場(調達)に参加する事業者は、応札する調整電源等の売りΔkW価格、応札量等を需給調整市
場システムに入力。

 調達する一般送配電事業者は、必要となる調整力の量を買い入札として入力。

※ 市場イメージは、三次調整力②の
入札、約定プロセスの例を示す。



11需給調整市場システムによる約定処理

 需給調整市場システムでは、一般送配電事業者が入札した買い入札量分を、発電・小売電気事業者の応札
からΔkW価格※の安い順に落札するよう約定処理を実施。

※将来的にkWh価格も考慮して約定処理をする可能性もあり



12需給調整市場システムによる約定処理後の連絡・精算

 需給調整市場システムで約定処理した結果(約定価格・約定量・約定電源等)を落札した発電・小売電気事業
者および関連する一般送配電事業者に送信。

 需給調整市場(調達)によるΔkWの精算は、これらの情報に基づき精算。(必要な情報はシステム内で保存)



13（参考）広域需給調整システムを活用した際の調整力運用

 発電・小売電気事業者は、調整力の運用段階で、約定した調整力を供出できる状態とする。(調整力を織り込
んだ発電計画を策定する)

 一般送配電事業者は、広域需給調整システムによるインバランスネッティング、広域メリットオーダー演算の
結果である調整量αを踏まえ、自エリアの需給調整を実施。



14（参考）広域需給調整システムを活用した際の調整力運用後のkWhの精算

 発電・小売電気事業者 - TSO間の精算は、事前に発電・小売事業者が登録し中給システムに保存されてい
るV1,V2単価(円/kWh)と調整力発動量の実績値(kWh)をもとに行う。

 TSO - TSO間の精算は、インバランスネッティングや調整量αの算定に用いた情報を用いて実施する。

 精算に必要な情報は広域需給調整システム内に保存する。
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需給調整市場における商品の細分化・広域調達の時期について

 需給調整市場における商品の細分化・広域調達の時期については以下の方向性であり、それ以外の商品の
調達時期や細分化の時期については検討中。

 2020年度においては現在の調整力公募を継続する

 需給調整市場が創設される2021年度においては、三次調整力②を広域的に調達する

2021年 2020+X年～2020年

三次調整力
②

三次調整力
①

二次調整力
②

一次
調整力

広域調達

＜検討中＞
• 調達時期（年間、週間）
• 商品の細分化時期

電源Ⅰ-a
電源Ⅱ-a

電源Ⅰ-b
電源Ⅱ-b

三次調整力
②

三次調整力
①

二次調整力
②

一次
調整力

広域調達

未定電源 Ⅰ´

＜検討中＞
• 2021年度以降の電源Ⅰ´の扱い

電源 Ⅰ´

需給調整市場創設

広域運用の拡大
に合わせて

広域調達を拡大

容量市場による
容量確保の開始

2024年

二次調整力
①

＜検討中＞
広域調達の
可否

二次調整力
①

電源Ⅱ´
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（余白）
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19従来までの調整力の要件案

 将来に細分化される基本的な商品メニューは以下の通りとし、DRなど新規参入者の参入障壁とならないことも考慮しつつ、
要件について引き続き検討していくこととした。

 継続時間は、各商品のブロック（調達単位）の長さが最大となる。ブロックの検討において、下表の継続時間よりも短いもの
が出てくることも考えられるが、これは調整力の必要量と合わせて検討していくこととなる。

 詳細検討の前に、今回は各要件の定義と設定値について検討を行った。

出所）第２１回調整力及び需給バランス評価等に関する委
員会（2017.9.8） 資料３をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2017/chousei_
jukyu_21_haifu.html

一次・二次調整力（ＧＦ・ＬＦＣ）※１
二次調整力②
（ＥＤＣ－Ｈ）

三次調整力①
（ＥＤＣ－Ｌ）

三次調整力②
（低速枠）一次調整力

（ＧＦ相当枠）

指令・制御 － 指令・制御 指令・制御 指令・制御 指令

回線※２ － 専用線等 専用線等 専用線等
簡易指令システム等

も可

監視の通信方法 オンライン オンライン オンライン オンライン オンライン

発動までの応動
時間

10秒以内 240秒以内 5分以内 15分以内 1時間以内

継続時間※３ 240秒以上 15分以上 7～11時間以上 7～11時間以上 3時間程度

応札が想定され
る主な設備

発電機・
蓄電池・ＤＲ等

発電機・
蓄電池・ＤＲ等

発電機
蓄電池・DR等

発電機
ＤＲ・自家発余剰等

発電機
ＤＲ・自家発余剰等

商品区分 上げ／下げ※４ 上げ／下げ※４ 上げ／下げ※４ 上げ／下げ※４ 上げ／下げ※４

※１ 一次・二次（GF・LFC）の細分化については参入状況等を考慮して検討
※２ 求められるセキュリティ水準も含め今後更なる検討が必要
※３ 最大値または指令値を継続して出力し続けることが可能な時間
※４ 現状の運用においてはBG計画の中で下げ側の調整幅は十分にあり、事前に一般送配電事業者が確保しておく必要性は少ない。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2017/chousei_jukyu_21_haifu.html


20需給調整市場における商品の要件

 需給調整市場における商品の要件は以下の通りとする。
 なお、要件として求める値は、沖縄エリアを除く９エリアで統一する。

※1 点線の商品区分けは将来の検討課題
※2 小売電気事業者の経済負荷配分とは異なる
※3 「専用線等」については、回線速度やセキュリティを考慮して専用回線・電力専用網などとすることを検討中
※4 沖縄エリアはエリア固有事情を踏まえて個別に設定
※5 後段の調整力への受け渡しを含めて今後見直す可能性あり
※6 専用線設置数増加や中央給電指令システムの大幅な改造による一般送配電事業者にとって著しいコスト増とならないことを考慮し設定

一次・二次調整力（ＧＦ・ＬＦＣ※１）
二次調整力②
（ＥＤＣ※2－Ｈ）

三次調整力①
（ＥＤＣ※2－Ｌ）

三次調整力②
（低速枠）一次調整力

（ＧＦ相当枠）
二次調整力①
（ＬＦＣ※1）

指令・制御 － 指令・制御 指令・制御 指令・制御 指令

回線※3 － 専用線等 専用線等 専用線等 簡易指令システム等も可

監視の通信方法 オンライン オンライン オンライン オンライン オンライン

応動時間 10秒以内 5分以内 5分以内 15分以内※4,5 45分以内

継続時間 5分以上※4 30分以上※5 30分以上 商品ブロック時間（4時間） 商品ブロック時間（4時間）

供出可能量
(入札量上限)

10秒以内に
出力変化可能な量とし、

機器性能上の
GF幅を上限とする

5分以内に
出力変化可能な量とし、

機器性能上の
LFC幅を上限とする

5分以内に
出力変化可能な量とし、
オンラインで調整可能な

幅を上限とする

15分以内に
出力変化可能な量とし、
オンラインで調整可能な

幅を上限とする

45分以内に出力変化可
能な量とし、オンライン
(簡易指令システムも含
む）で調整可能な幅を上

限とする

最低入札量 5MW※6 5MW※6 5MW※6 5MW※6 1MW

刻み幅
（入札単位）

1kW 1kW 1kW 1kW 1kW

応札が想定され
る主な設備

発電機・
蓄電池・ＤＲ等

発電機・
蓄電池・ＤＲ等

発電機
蓄電池・DR等

発電機
ＤＲ・自家発余剰等

発電機
ＤＲ・自家発余剰等

商品区分 上げ／下げ 上げ／下げ 上げ／下げ 上げ／下げ 上げ／下げ



21（参考）ＧＦ（ガバナフリー）運転

出所）第２回調整力等に関する委員会（2015.6.11） 資料３－１
（https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2015/chousei_02_haifu.html）

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2015/chousei_02_haifu.html


22（参考）ＬＦＣ（負荷周波数制御）

出所）第２回調整力等に関する委員会（2015.6.11） 資料３－１
（https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2015/chousei_02_haifu.html）

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2015/chousei_02_haifu.html


23（参考）ＬＦＣとＥＤＣ（経済負荷配分制御）の協調制御

出所）第２回調整力等に関する委員会（2015.6.11） 資料３－１
（https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2015/chousei_02_haifu.html）

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2015/chousei_02_haifu.html
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25要件の定義について

応動時間・継続時間・供出可能量（入札量上限）・最低入札量・刻み幅（入札単位）

 各要件における定義と要件設定の考え方は以下のとおりとする。

 なお、応動時間については応札者に求める要件であるため、「指令を出してから指令値まで出力を変化する
のに要する時間」（第14回制度検討作業部会にて定義）から「中央給電指令所からの指令を受信してから指
令値まで出力を変化するのに要する時間」に変更する。

要件 定義 要件設定の考え方（必要性）

応動時間

中央給電指令所からの指
令を受信※してから供出可
能量まで出力を変化するの
に要する時間
※一次調整力(GF)は、自端にて
周波数偏差を検出してから供出
可能量まで出力を変化させるの
に要する時間

商品区分ごとにターゲットとする変動要素※1に追従できる調整力を調
達可能とするため設定

継続時間
供出可能量の範囲での指
令値を継続して出力し続け
ることが可能な時間

商品間での受け渡しおよび、入札される電源等の性能も考慮し、一般
送配電事業者の調整力調達量を不足させないため設定

供出可能量
(入札量上限)

応動時間内に自動※2で出
力変化可能な量

応動時間内に供出量に満たなければ、確保している調整力が不足す
る可能性があるため、確実に応動できる量を要件として設定

最低入札量
入札する上で最低限必要と
する量

効率的に周波数制御・需給バランス調整を行うためには、一定規模以
上の電源等であることが望ましいことから、各商品において適切な最
低容量を設定

刻み幅
（入札単位）

入札可能とする単位
最低入札量から供出可能量の範囲における入札可能な最小単位を指
定

※1 例えば、GFの場合、数秒～数分の短時間の需要変動 ※2 簡易指令システムを使用した制御では人間系が介在



26要件の定義について

応動時間・継続時間・供出可能量（入札量上限）のイメージ

 応動時間・継続時間・供出可能量（入札量上限）のイメージを示す。

反応時間※1

応動時間
（立ち上がり時間）

継続時間
中給からの
指令受信

供出可能量
（入札量上限）

調整力出力
（供出可能量比）

時間

変化時間※2

50%

100%

 50%到達時間は、蓄電池等の離散制御電源に対して設定すべき要件と考えられ
るが、応札容量が小さいと想定し、当面は要件として定めないことでどうか。

立ち下がり時間

 立ち下がり時間は、継続時間終了後にBG計画値に
戻すこととして、定性的な要件とすることでどうか。

※ 下げ調整力に関するイメージも同様
※1 指令を受信してから出力変化を始めるまでの時間
※2 出力変化し始めてから供出量に到達するまでの時間



2727（参考）商品間の受渡しのイメージ（一次・二次・三次調整力）

出所）第３回調整力の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会（2017.5.23） 資料４
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/sagyoukai/2017/chousei_sagyokai_03_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/sagyoukai/2017/chousei_sagyokai_03_haifu.html


28（参考）要件の変更について
一次調整力（ＧＦ）における継続時間・二次調整力①（ＬＦＣ）における応動時間の変更

 現状の周波数品質を維持することを目的に、周波数変動実績に着目した。

 具体的には、ＬＦＣが動作する変動があった場合の基準周波数逸脱から戻るまでの時間を計算した。

 周波数戻り時間の2σパーセンタイル値をＧＦの継続が必要な時間かつ、後段のLFCの発動が必要な領域と
考え、一次調整力（ＧＦ相当枠）の継続時間および後段の二次調整力①（ＬＦＣ）の応動時間を「240秒以内」→
「5分以内」に変更する。



29（参考）要件の変更について
二次調整力①(LFC)・二次調整力②(EDC-H)・三次調整力①(EDC-L)における継続時間の変更

【二次調整力①の継続時間】

 二次調整力①は後段の三次調整力①への受け渡しを前提に、三次調整力①の応動時間(15分以内)と、その
重なりも考慮し、二次調整力①継続時間を 「15分以上」→「30分以上」に変更する。

【二次調整力②の継続時間】

 二次調整力②は後段の三次調整力①への受け渡しを前提に、三次調整力①の応動時間(15分以内)と、その
重なりも考慮し、二次調整力②継続時間を 「7～11時間以上」→「30分以上」に変更する。

【三次調整力①の継続時間】

 下図のように、調整力対象発電機と調整力必要量の双方を考慮して決定した時間区切りを商品ブロックとし、
三次調整力①継続時間を 「7～11時間以上」→「商品ブロック時間（4時間）」に変更する。

【各エリアにおける細分化された調整力の必要量積み上げイメージ】

ブロック1
(4時間)

ブロック2
(4時間)

ブロック3
(4時間)

ブロック4
(4時間)

ブロック5
(4時間)

ブロック6
(4時間)



30（参考）要件の変更について

三次調整力②（低速枠）における応動時間の変更

 ３０分計画値同時同量制度上、一般送配電事業者の制御領域はGC以降となるが、実需給断面のインバラン
ス量を想定しつつメリットオーダーを考慮する等、判断する時間が必要がある。

 また、簡易指令システムを用いて指令する場合、システムの操作時間も考慮する必要がある。

 一般送配電事業者の三次調整力②（低速枠）の発動判断時間およびシステムの操作時間を15分程度見込む
と、応動時間を「1時間以内」→「45分以内」に変更する。

1時間前GC 実需給

BG 一般送配電事業者

BG計画確定

発動判断
指令一般送配電事業者

指令操作

受令

発動 応動時間が1時間以内
では、発動が実需給に
間に合わない場合あり

15分程度 45分

1時間

調整力提供設備

×

時間
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32⑥メリットオーダーの考え方における具体的な約定方法について

需給調整市場システムにおける三次調整力②以外の開発方針について
 2021年度時点は三次調整力②のみが広域調達・運用されるため、複数商品を約定するロジックを構築する必要が無い。一次調整力～

三次調整力②の調達機能を同時に備えておくのであれば、三次調整力②も含めた複数商品を複数エリア間で約定するロジックも構築
する必要がある。

 システム開発は下図の２案が考えられるが、前述の複数パラメータから最安値の組合せを決定するロジック（以下、「複合約定ロジック」
とする。）は諸外国でも事例が確認されておらず、当該ロジックの検討に相当な時間を要することに留意が必要である。

 案１を採用して6月末までに複合約定ロジックの検討が完了せず、その時点で検討期間を延長することとなれば、三次調整力②のシス
テムの運開時期も延長することとなってしまう。また、十分検討が行われなければ、手戻りが発生し開発コストが増大してしまう。

 一方案２では、複合約定ロジックの検討完了時期にかかわらず必要な機能のみで2021年度にシステムを運開することができ、十分な検
討の後に複合約定ロジックを追加することができる。

2021年度以降の調達方法は別途議論されているが、市場システムで一次調整力～三次調整力①を調達する場合で、仮に6月末までに複
合約定ロジックが決まらなければ、需給調整市場の確実な運開を迎えるために、 2021年4月に使用する機能の開発に注力できる案２を指
向することも考えられる。

案１：三次②以外の区分もあらかじめ構築し、機能ロック 案２：三次②以外の区分はモジュール追加で対応

特
徴

・6月末目途で設計完了した他の商品区分の運用開始を最短で実現可
能（ロジック変更がない場合）

・運用開始前にロジック変更となった場合、モジュール変更での対応と
なるため、案２と同様の対応
（あらかじめ構築した機能が無駄になる）

・運用開始時期に合わせて三次②機能を開発完了

・他の商品区分に対応するための期間・費用をあらかじめベンダ選定時
に確認することで、他の商品区分についても早期に実現可能と思料

（追加する機能の規模にもよるが、運開後に開発を開始すると１年程度
掛かる見込み）

対
応
イ
メ
ー
ジ

（運用開始に合わせて）

モジュール追加

三次①

二次②

一次

一次・二次複
合
約
定
ロ
ジ
ッ
ク

三
次
②

広
域
約
定
ロ
ジ
ッ
ク

… 三
次
②

広
域
約
定
ロ
ジ
ッ
ク

…

三次①

二次②

一次

一次・二次複
合
約
定
ロ
ジ
ッ
ク

三
次
②

広
域
約
定
ロ
ジ
ッ
ク

…

三次①

二次②

一次

一次・二次複
合
約
定
ロ
ジ
ッ
ク

三
次
②

広
域
約
定
ロ
ジ
ッ
ク

…

（運用開始時）

ロック解除

ロジック
変更無し

ロジック変更有り

機
能
ロ
ッ
ク※

※6月末の仕様で構築

三次①

二次②

一次

一次・二次複
合
約
定
ロ
ジ
ッ
ク

三
次
②

広
域
約
定
ロ
ジ
ッ
ク

…
モジュール変更

→開発コスト増大



33システム開発観点からの仕様確定において整理が必要な事項

 以下のような対応の方向性とする。

論点 対応の方向性

①商品区分 ・2021年度時点では10区分として、最大20区分の予備領域を確保したシステムとする。

④広域化を踏ま
えた市場の在り
方

・9エリア以上のエリア数への対応については、中央給電指令システムの大幅な改造が必要と
なるため、9エリアに留める。
・2021年度の需給調整市場システムの価格決定方式についてはマルチプライスとして、シング
ルプライスは対応外とする。

⑥メリットオーダー
の考え方

・今後決まる2021年度以降の調整電源等の確保の仕組みと、それに合わせた複合約定ロジッ
クの検討進捗次第で、6月にどの案を採用するか判断する。

・kWh単価の変更期限は6月末までに決定する。

⑧運用の広域化
・精算に必要なデータ項目は入札結果及び約定結果とし、システム内に保存されているデータ
を全て出力できるようにする。

⑨管理運用（参入
要件・ペナル
ティ，監視等）

・監視に必要なデータ項目は入札結果及び約定結果とし、システム内に保存されているデータ
を全て出力できるようにする。

⑲他制度との整
合性

・週間で調達され、エリア内で調達されるもので必ず必要となる量で対応できないものの調達
方法については引き続き検討が必要。



342020+X年に向けた需給調整市場システム（調達）対応案

 これまでの整理に加えて、整理が必要な事項における対応の方向性を以下の３種類に分類した。
①モジュール追加・変更 ②予備領域確保 ③機能ロック

対応分類 項 目 2021年度で必要な仕様 将来の検討事項例

①モジュール
追加・変更

約定方式 マルチプライス シングルプライス

約定処理 三次調整力②のみ約定対象 組合せ最適化

データ出力 入札結果および約定結果 必要により追加

ﾒﾘｯﾄｵｰﾀﾞｰ計算 ΔkW価格 ΔkW価格＋kWh価格

広域調達※1 三次調整力②
一次調整力、二次調整力
①②、三次調整力①

＜2020+X年に向けた検討事項・対応例＞

出所） 第１２回調整力の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会（2018.3.8） 資料３を一部修正

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/sagyoukai/2017/chousei_sagyokai_12_haifu.html

対応分類 項 目 2021年度で必要な仕様 将来を見据えた仕様※2

②予備領域確保 商品区分 10区分（予備領域として更に10区分） 20区分

※１ 検討次第で③機能ロックとなる可能性あり
※２ 将来を見据えた仕様でシステムを構築する

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/sagyoukai/2017/chousei_sagyokai_12_haifu.html


35一次・二次調整力①の広域調達・運用の扱い

一次・二次調整力①の広域調達・運用については、今後の課題としている。

二次調整力①の広域運用については、広域需給調整システム（運用）にモジュール追加・変更で対応することとした。
※一次調整力は自律的に動作しているためシステムでの対応は不要

一次調整力～三次調整力①の複合約定ロジックをあらかじめ構築しないと整理しても、モジュール追加以降の一次・二
次調整力①の広域調達が開始されるまでは広域調達に関する約定ロジックを機能ロックをすることで対応できる。
※あらかじめ一次調整力～三次調整力①の複合約定ロジックを構築する場合でも、同様である。

以上の対応により、現時点でのシステム開発が一次・二次調整力①の広域調達・運用の実現の制約とはならない。

対応分類 項 目 2020年度で必要な仕様 将来の検討事項例

①モジュール
追加・変更

対象商品の範囲 － 二次調整力①
（将来の検討の結果、拡大する場合）

＜2020+X年に向けた対応案＞

対応分類 項 目 2021年度で必要な仕様 将来を見据えた仕様

①モジュール追加・変更
もしくは

③機能ロック

広域調達 三次調整力② 一次調整力、二次調整力①②、三次調整力①

広域需給調整システム（運用）

需給調整市場システム（調達）



36

1. 需給調整市場の概要

 需給調整市場における調達と運用について

 ΔｋWについて

 調達・運用の流れ

 需給調整市場における商品の細分化・広域調達の時期について

2. 需給調整市場で扱う商品について

 商品の要件

 要件定義の考え方

3. 需給調整市場システム（調達）の拡張性

4. 現状の論点整理



3737需給調整市場の論点（１）

論点 TFの中間論点整理で
示された方向性

さらに検討を
深めるべき事項

現在の議論の方向性

①商品区分

 商品区分は制御区分毎に｢一
次調整力｣｢二次調整力｣｢三
次調整力｣（上げ・下げ別）と
いう計10区分を基本とする方向
で検討。

 一次・二次（GF・LFC）の細分化につ
いては、広域機関において検討。

 各商品区分に求められる要件については、
広域機関において検討。

 基本となる10区分に加えて予
備領域10区分を設けて、最大
20区分に対応できる予備領域
を確保したシステムとする。

②商品設計

 特定地域立地電源は各一般送
配電事業者が手続きの透明性
を確保した上で、相対契約や公
募で調達することも含め検討。

 調達時に電源の性能に応じて応
札電源を評価（入札価格×調
整係数で評価）する仕組みの
検討。

 各商品区分に求められる要件の詳細に
ついては、広域機関において検討。

 商品ブロック区分は必要調整力の状況
変化や新規参入への対応を踏まえて検
討。

 調整係数の詳細については、広域機関
において検討。

 特定地域立地電源の調達期間等につい
ては、広域機関において検討。

 商品ブロック区分は縦割りで最
大48区分に対応できるシステム
とする。

 調整係数は0.00～100.00
まで設定できるシステムとする。

 特定地域立地電源および電源
Ⅰ’の調達は需給調整市場シス
テム（調達）のシステム外で対
応する。

●：TFの論点
✔：本小委員会で出た論点

-1

出所）制度検討作業部会中間論点整理（第２次） （概要資料） （2017.12.26）をもとに作成
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf


3838需給調整市場の論点（１）

論点 TFの中間論点整理で
示された方向性

さらに検討を
深めるべき事項

現在の議論の方向性

③広域化に
よる効率化

 2020年においては、低速
域の三次調整力②の広
域調達・運用を目指す。

 2020年＋Xにおいては、
二次調整力②、三次調
整力①②までの広域調
達・運用を目指す。

一次・二次調整力
（GF・LFC）の広域
調達・運用。

広域調達・運用に係る
技術的な事項について
は、広域機関において
検討。

広域調達・運用における連系線の容量確保では隣接エリアおよ
び運用容量の大きい交流連系線を優先するシステムとする。

広域需給調整システム（運用）を以下のシステム仕様により
一般送配電事業者の代表会社が発注手続きを行う。
•インバランス想定量の算出

各エリア毎のインバランス想定量を集約および相殺（インバ
ランスネッティング）することで、全体として調整すべきインバラ
ンス想定量を算出。

•広域メリットオーダーに基づく運用
各エリア毎のkWhのメリットオーダーリストを合成して広域メ
リットオーダーリストを作成し、GC余力と合わせて広域的に需
給バランス調整を行う

•対象エリアは９社とし、中地域三社（関西電力・中部電力・
北陸電力）は2020年度から運用開始し、対象調整力およ
び地理的範囲を拡大。
•2020年4月時点では、広域需給調整機能における三次調
整力①相当の運用の機能を運用開始し、二次調整力②相
当の運用の機能は機能ロックで対応。
•三次調整力②相当の運用は、低速枠発動支援機能を活用。
なお、本機能は需給調整市場システム運開に合わせ、2021
年度までに実装。
•二次調整力①相当の運用の機能は、モジュール追加、変更
で対応。
•メリットがないときには一時的にインバランスネッティング機能を
停止できる仕組みとする。

-2 ●：TFの論点
✔：本小委員会で出た論点

出所）制度検討作業部会中間論点整理（第２次） （概要資料） （2017.12.26）をもとに作成
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf


3939需給調整市場の論点（２）

論点 TFの中間論点整理で
示された方向性

さらに検討を
深めるべき事項

現在の議論の方向性

④
広域化を踏
まえた市場の
在り方

 2020年に向けては、一般送配電事業者が代
表会社を選定した上で共通プラットフォームを開
発し、その上で需給調整市場を開設。

 システムの仕様等については、開発を担う代表
会社が広域機関等の場において検討状況を報
告し、客観的な審議を行う方向で検討。

 2020年時点における市場運営主体や共通プ
ラットフォームの管理主体は、一般送配電事業
者。

調達・運用の考え方、調整力必要量の考え方、
商品設計などの見直しや、応札・落札結果など
の取引情報の適切な公開等については広域機
関における委員会にて行う。

価格決定方式については、当面マルチプライスの
オークションシステムを採用。

 2020＋X年時における需給調
整市場の組織形態や契約形態。

対象エリア数など現時点では確
定的な事項についても、将来の
状況変化への対応可否を検討。
（９エリア以上のエリア数への対
応要否）

システム開発の代表会社
•広域需給調整システム(運用)
は中部電力および関西電力
•需給調整市場システム(調達)
は東京電力パワーグリッドおよび
中部電力

-1 ●：TFの論点
✔：本小委員会で出た論点

出所）制度検討作業部会中間論点整理（第２次） （概要資料） （2017.12.26）をもとに作成
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf


4040需給調整市場の論点（２）

論点 TFの中間論点整理で
示された方向性

さらに検討を
深めるべき事項

現在の議論の方向性

⑤
開場時期

 調整力は前週に調達。

 １年間や季節規模で調達するベース部分に
ついては、年度、季節毎に調達。

 GC（ゲートクローズ）後の実運用については、
電源の余力など前週以前に確保したもの以
外も含めてkWhのメリットオーダー順に発動す
る仕組みを創設。

 調達時期（年度、季節毎
等）の詳細については、広域
機関において検討。

 三次調整力②はスポット市
場終了~時間前市場開場
までの間に調達するシステム
とする。

⑥
メリットオー
ダーの考え方

 ΔkWはメリットオーダーに基づいて落札。

 kWhは発電事業者等の余力も活用した上
で、メリットオーダーに基づいて調整力を発動
する市場の仕組みの検討。

 効率性の観点から、一電源等で複数商品区
分を兼ねることも許容（ΔkWの総コストで評
価）。

・応札時にはΔkWに加えkWh価格も併せて応
札。

 対価の和（ΔkW価値＋kWh
価値）を最小化する組み合わ
せの詳細。

 約定方法（約定処理の順番
など）について検討

 kWh単価を登録するタイミング
については電源等差替との整
合を踏まえて検討

 ΔkWでメリットオーダーを評
価するシステムとする。

 kWh単価の変更は可能な
システムとする。
（変更期限は別途検討）

-2 ●：TFの論点
✔：本小委員会で出た論点

出所）制度検討作業部会中間論点整理（第２次） （概要資料） （2017.12.26）をもとに作成
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf


4141需給調整市場の論点（３）

論点 TFの中間論点整理で
示された方向性

さらに検討を
深めるべき事項

現在の議論の方向性

⑦
調整力の
調達・運
用方法

 応札・契約単位は原則電源単位。
 2020年の暫定的な契約形態は、電源

等が立地する一般送配電事業者を経
由して契約を締結。

 複数の調整電源等で連携して調
整力を供給することが効率的とな
る場合における応札・契約単位。

 電源の差し替えについては、広域
機関において検討。

 [再掲]kWh単価を登録するタイ
ミングについては電源等差替との
整合を踏まえて検討

 （BG単位ではなく）電源単位で
の入札に対応できるシステムとする。

 翌日計画提出を期限として、電源
等の差し替えに対応できるシステム
とする。

 約定の結果ΔkW未達となった場
合および約定後にΔkWが減少した
場合はシステム外で対応する

⑧
運用の
広域化

 2020年の調整力の調達・運用に係る
精算については、以下のような方向で検
討。
ΔkW：共通メリットオーダーリストの単
価に基づき精算（エリア内は当該エリ
ア内の一般送配電事業者と電源等
が、エリア間は関係する一般送配電
事業者間において精算）
kWh：ΔkWの応札時に併せて提出
されたkWh単価に基づいて精算（エ
リア内は当該エリア内の一般送配電
事業者と電源等が、エリア間は関係
する一般送配電事業者間において精
算）

 2020＋X年の精算方法。  精算にあたり必要となるデータを抽
出可能なシステムとする。
（必要なデータ項目については精
算の仕組みと合わせて今後検討が
必要）

-1 ●：TFの論点
✔：本小委員会で出た論点

出所）制度検討作業部会中間論点整理（第２次） （概要資料） （2017.12.26）をもとに作成
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf


4242需給調整市場の論点（３）

論点 TFの中間論点整理で
示された方向性

さらに検討を
深めるべき事項

現在の議論の方向性

⑨
管理運用
（参入要
件・ペナル
ティ、監視
等）

 参入要件・ペナルティは、監視等委員会
での議論を踏まえつつ、引き続き監視等
委員会と広域機関の連携のもと検討。

 監視は、監視等委員会での議論を踏ま
えつつ、引き続き監視等委員会において
検討。

 市場支配力を有する事業者に
対する一定の規律については、
監視等委員会において検討。

 ΔkW価格およびkWh価格の
公表内容については、監視等
委員会において検討。

 一般送配電事業者が確保する
調整力の必要量。

今後の検討
の進め方

 基本的には2020年度の開設を予定し
ているが、需給調整の実際の運用にも密
接に関わるものであり、2020年に予定さ
れている東京オリンピック・パラリンピックとの
関係等も踏まえ、検討を行う。

広域需給調整システムの運用開
始を2020年4月として進める。

需給調整市場システムの運用開
始を2021年4月として進める。な
お、システム発注に向けた仕様確
定の検討を2018年6月末までに
行う。

-2 ●：TFの論点
✔：本小委員会で出た論点

出所）制度検討作業部会中間論点整理（第２次） （概要資料） （2017.12.26）をもとに作成
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf


4343容量市場の論点（８）

論点 TFの中間論点整理で
示された方向性

さらに検討を
深めるべき事項

現在の議論の方向性

⑲
他制度との
整合性

 2020年度から2023年度のkW価値の
扱いについては、需給調整市場でkW価
値も含めて対価を支払う方向で検討

 容量市場で落札された電源等が、調整
力として活用される場合、需給調整市場
に入札し、落札されることが必要。
（一部抜粋）

 kW価値の調達期間（年間）
について検討

 主に調整力等に用いられる電
源等については、調整力として
活用されることを念頭に、リクワ
イアメントにおける要件を変更す
ることとし、詳細については広域
機関において検討。

●：TFの論点
✔：本小委員会で出た論点

出所）制度検討作業部会中間論点整理（第２次） （概要資料） （2017.12.26）をもとに作成
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf

